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特定地域づくり事業協同組合制度に関する要望書 

 

令和２年６月、特定地域づくり事業を推進し、併せて地域づくり人材の確保及

びその活躍の推進を図り、もって地域社会の維持及び地域経済の活性化に資する

ことを目的とした「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進

に関する法律」が施行された。 

国においては、この法律に基づき、地域人口の急減に直面している地域にお

いて、農林水産業、商工業等の地域産業の担い手を確保するための特定地域づく

り事業を行う「特定地域づくり事業協同組合」に対して財政的、制度的な支援を

行っているところである。 

この法律については、施行後５年を目途として、施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、規定について検討を加え、その結果に基づいて所定の措置

を講ずるものとしている。 

このような中、地方自治体として、引き続き、人口急減地域に対して適切な支

援措置が講じられるよう働きかけていく必要があることから、令和６年４月、道

府県相互に情報共有及び連携を図り、特定地域づくり事業の推進のために必要な

施策の促進を図ることを目的に「特定地域づくり事業推進全国協議会」を設立し

た。 

当協議会としては、当該制度の運営が円滑に進むよう、次のとおり要望する。 

 

１ 交付金等の財政支援措置の充実・強化 

特定地域づくり事業協同組合が安心して職員を雇用し、地域の実情に応じ 

て主体的に特定地域づくり事業に取り組むためには、人件費などの経費を手

当する特定地域づくり事業推進交付金の安定的な確保が必要不可欠である。 

これから更なる活用が期待される組合活動に支障が生じないよう、十分な 

予算額を確保し、派遣職員人件費や事務局運営費の充実など財政措置の拡大

を図ること。また、将来的にも予算額を確保できるよう、政府内の体制整備

を図ること。 

 



 

 

 ２ 現行制度の見直し 

令和５年地方分権改革に関する特定地域づくり事業協同組合制度に係る各 

提案への対応として、建設業に従事できるよう前向きな整理がなされてお

り、同制度の活用が進むことを期待するものである。 

残る提案事項である組合員以外への派遣が可能な利用量割合の拡大や、区

域外派遣（組合の地区をその区域に含む市町村の区域外の事業所への派遣）

についても、制度趣旨に沿い、その見直しの実現に向け、速やかに検討を進

めること。 

 

３ 特定地域づくり事業協同組合の設立・運営が円滑に進むための新たな支援

措置の創設 

本制度の活用が進まない地域においては、その要因として、市町村や事業

者の制度理解不足、持続的な運営への不安等が考えられる。また、設立後の

組合についても派遣職員の確保や安定した運営に苦慮している事例があるこ

とから、特定地域づくり事業の活用を検討する事業者や市町村及び設立後の

組合に対して、組合の設立・運営の知見・ノウハウ等を有する専門家を派遣

する制度の創設等について検討を進めること。 

 

４ 制度周知 

組合の更なる設立や事業の推進を図るため、制度の周知の取組について強

力に推進すること。 

 

 

令和６年８月 26 日 

特定地域づくり事業推進全国協議会会長 

鹿児島県知事 塩田 康一  
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